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　開票結果は，126議席中，BJP が60議席，AGP が14議席，BPF が12議席を得て
BJP 共闘連合が勝利した。与党の会議派は得票率で31.0％と BJP の29.5％を上








無料配付や福祉政策などを提示した。一方，LDF は ₅ 年間で250万人の雇用創出，
禁酒の促進，公共部門の再生，道路などインフラ整備，腐敗の防止などを掲げた。


























である。もうひとつの大きな要因は BJP がヒンドゥーの票を UDF から奪ったこ
とである。BJP は 1 議席しか獲得できなかったが，得票率は10.5％であった。
LDF の得票率合計は2011年の前回選挙と大差がなかったが，BJP 得票率の伸びが
UDF から大きく票を奪ったことが UDF 後退につながったとみられている。 ₅ 月
25日に CPI（M）の P・ヴィジャヤンを首班とする新 LDF 政権が就任した。
　タミル・ナードゥ（TN）州の選挙では，J・ジャヤラリター州首相率いる全イン
ド・アンナ・ドラヴィダ進歩連盟（AIADMK）は単独で，ドラヴィダ進歩連盟














































DMK の支持を得て V・ナラヤナサミーを直轄領首相として ₆ 月 ₆ 日に政権を樹
立した。
社会における不寛容の広がり



































ダバードで大抗議集会が開かれ，ダリトへの残虐行為に抗議して ₈ 月 ₄ 日から15
日の「ダリト自尊心行進」には多数が参加した。グジャラート州ではダリト解放




ンハイヤ・クマールらが 2 月 9 日の大学集会で反インド・スローガンを唱えたと
497
2016年のインド





イヤ・クマールらに対して ₈ 月26日に保釈を与えた（ ₃ 月 2 日には仮保釈で釈放）。



















立政権が2015年 ₃ 月 1 日には成立し，州首相に PDP のムフティ・モハッマド・
サイードが就任した。しかし，治安当局と住民の衝突や反中央のゼネストがたび
たび起こるなど治安・政情は安定しない（『アジア動向年報 2016』参照）。






うやく就任に同意し州首相になったのは ₄ 月 ₄ 日であった。副州首相には BJP
のニルマル・シンが就任し知事統治は撤廃された。







































　2017年 1 月 ₆ 日にインド統計・事業実施省中央統計局（CSO）が行った発表によ
ると2016/17年度（2016年 ₄ 月～2017年 ₃ 月）のインドの実質 GDP 成長率（第 1 速
報値）は7.1％であった。この値には，2016年11月の高額紙幣の切り替え（後述）の
影響は考慮されていない。高額紙幣の切り替えが与える影響を考慮すれば7.1％




　 2014/15 2015/16 2016/17
全産業（国内総生産（GDP）） 7.2 7.6 7.1 
農林漁業 -0.2 1.2 4.1 
鉱業 10.8 7.4 -1.8 
製造業 5.5 9.3 7.4 
電気・ガス・水道 8.0 6.6 6.5 
建設業 4.4 3.9 2.9 
商業・ホテル・運輸・通信 9.8 9.0 6.0 
金融・保険・不動産・ビジネスサービス 10.6 10.3 9.0 
地域・社会・個人向けサービス 10.7 6.6 12.8 
（注）　2011/12年度を基準年とする要素価格に基づき算出。いずれも予測値または暫定値に基づく。







で成長に停滞が見られ，GDP 成長率の値を下げている（表 2 ）。
　株式市場では，RBI が2016年 2 月 2 日の金融政策決定会議で政策金利（レポ・
レート）を据え置いたが，今後の見通しが示されなかったために株式市場は売り
が優勢となり，そこに世界経済の先行きへの懸念が高まったことが重なり，株価
が急落した。インドの代表的な株式指数である SENSEX は， 2 月11日に大幅下
落し，2014年 ₅ 月以来，初めて 2 万3000ポイントを下回った。その後は 2 万8000
ポイントまで回復したが，後述する高額紙幣の切り替えの影響で11月以降は株価
が下がり， 2 万6000ポイント前後で2016年の取引を終えている。
　図 1 は2015年 ₆ 月から2016年12月までの消費者物価指数（CPI）と卸売物価指数
（WPI）の推移を示している。2015年 ₈ 月までは両指数ともに下落をしており，
WPI はマイナスの領域にあった。食料物価の高騰により WPI は2015年末から上
昇傾向にあり，2016年 ₄ 月にプラスの領域に入り，同年 ₈ 月まで上昇を続けた。


























　 2 月29日にジャイトリー財務大臣が2016/17年度（2016年 ₄ 月～2017年 ₃ 月）の
連邦予算案を下院に提出した。予算規模は税収として10兆5000億ルピーを見込ん












を支援する姿勢を示した。さらに2016年 ₃ 月 1 日以降に設立された製造業に対し
て，法人税率を30％から25％へ引き下げる方針を予算案のなかに示した。ただし








　 ₆ 月18日にラグラーム・ラージャン RBI 総裁は RBI 行員にメッセージを発し，
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任期を終える2016年 9 月 ₄ 日で退任して任期を延長しない考えを示した。ラー
ジャン総裁は2013年 9 月の RBI 総裁就任後に，CPI で10％を超える物価上昇率を
₅ ％台にまで低下させ，インフレ抑制に努めてきた。行員への退任メッセージの













に影響が出たのは週明けの ₆ 月20日で，株式指数の SENSEX が20日午前中に 2
万6486.57と ₆ 月17日の終値（ 2 万6625.91）から139.34ポイント下落した。ベンガ
ル語地方紙『アーナンダバザール・パトリカ』がラージャン総裁の退任可能性を
₅ 月31日に報じた翌日（ ₆ 月 1 日）に，外国為替が ₅ 月31日の終値（ 1 ドル＝67.13
ルピー）から最大で0.3％のルピー安（ 1 ドル＝67.45ルピー）となっており，有力紙
『ヒンドゥー』（ ₆ 月 1 日付）はこの下落の原因を『アーナンダバザール・パトリ
カ』の報道に帰している。SENSEX などの市場の反応や，それを報じるメディ
アの反応は，ラージャン総裁の続投を多くの人が期待していたことを示している。
　 9 月 ₄ 日にラージャン総裁は退任し，RBI 副総裁であったウルジット・パテー




























法案として GST 法案が提出されて同年 ₅ 月に下院を通過するも，与党のスキャ
ンダルなどで2015年中の審議は順調に進まず，法案は上院を通過しなかった。税
の連邦・州政府の分担は憲法で規定されているために憲法改正が必要となり，連
邦議会両院での ₃ 分の 2 以上での可決および半数以上の州での批准が必要となる
が，2015年の GST 法案成立に向けた動きは，憲法改正法案までのプロセスの半
ば手前で頓挫していた。













案は再び連邦下院で審議されて ₈ 月 ₈ 日に可決された。次に過半数の州議会での
承認が必要となるが， 9 月 1 日のオディシャ州議会における GST 法案承認でこ
の条件が満たされ，GST 憲法改正法案成立の準備が整い ₈ 日に法案は成立した。
　 9 月12日の閣議で2017年 ₄ 月 1 日の GST スタートを目指して新税制の実施
ルールを決める「GST 評議会」の設置が承認された。 9 月23日に第 1 回会合が
開かれて2016年内に計 7 回の会合が実施された。ここまでに年商200万ルピー未
満（北東インド山岳部では100万ルピー未満）の GST 適用除外，新税制移行に伴う
連邦・州政府の税収減の補償， ₄ 種の基準税率（ ₅ ％，12％，18％，28％）などの
ルールが決まったものの，連邦政府と州の GST 課税の役割分担に関して最終的












からの 1 日の預金引き出し額は2000ルピ （ー後，2500ルピーに緩和）に制限され，
週の引き出し額は 2 万ルピ （ー後に 2 万4000ルピーに緩和）に制限された。さらに









































2 度目は1978年 1 月で，1000ルピー，5000ルピー， 1 万ルピーの流通が停止され
た。切り替えされた紙幣の他紙幣への交換期間は ₃ 日間しか与えられなかった。
流通が停止された紙幣の流通額は 9 ％にすぎなかったが大きな混乱が生じたこと























































した。なかでも 1 月に起こった JK 州に近接するパンジャーブ州のパターンコー
ト空軍基地を武装勢力が襲撃した事件，および 9 月の JK 州首都スリナガル近郊
のウリのインド陸軍基地を武装勢力が襲撃した事件，とくに後者は，両国間の緊
張を極度に高めた。




ンへの疑念を深めた。これに対して 1 月 ₅ 日にパキスタンのシャリーフ首相は電
話でモディ首相に襲撃事件の捜査協力を約束した。パキスタンではパンジャーブ











































たのである。しかし，事態は2016年 2 月までに沈静化した。 2 月19日にはネパー
ル首相 K・P・シャルマ・オリが来訪し，インドの経済援助，道路や鉄道などイ
ンフラ改善への援助などに関する協定が署名された。
















づいて 2 月 ₆ 日および10月19日にラダック東部の LAC 沿いのチャッシュルで災
害援助を想定した合同戦術演習を行った。これらの部隊レベルの交流に加えて上
級将校間の交流が ₅ 月 1 日に行われた。
　このような信頼醸成の交流にもかかわらず，LAC は未確定のボーダーである
という性格上，緊張は時折生じている。たとえば ₆ 月13日に中国軍部隊は LAC
を越えて北東部のアルナーチャル・プラデーシュ（ArP）州に侵入したとされる。
また11月 ₃ 日にはラダックのデムチョク地域の LAC 沿いでインド・チベット国






















　 ₅ 月24日には P・ムカルジー大統領が ₄ 日間の日程で中国の広州市および北京
を訪問し友好を深めた。また両国は 9 月27日に北京で反テロリズムおよびセキュ








状況，海軍間の協力などが議論された。また， ₆ 月 ₃ 日には，インド内務省はア
メリカが維持するテロリストのデータ共有体制に参加することに署名した。














































































1 月 2 日 ▼パキスタンに拠点をもつ分離主義
勢力の戦闘員がパンジャーブ州のパターン
コート空軍基地を襲撃。兵士 ₆ 人死亡。
















2 月 2 日 ▼インド準備銀行（RBI），政策金利
（レポ・レート）を6.75％に据え置くと発表。
6 日 ▼ インドと中国，JK 州の東ラダック
で合同軍事演習。
11日 ▼ インド株式（SENSEX 指数）が下落


















3 月 2 日 ▼アフガニスタンのインド領事館，









4 月 2 日 ▼モディ首相，ベルギー訪問。第13
回インド・ヨーロッパサミットが開催。印欧
の経済の連携強化が議題となった。

































ジャン RBI 総裁の 9 月退任の可能性を報じる。








18日 ▼ RBI ラージャン総裁が任期を延長
せず， 9 月 ₄ 日での退任を表明。
27日 ▼インド，ミサイル技術管理レジーム
（MTCR）に参加。
29日 ▼政府，第 7 次給与委員会の勧告に従
い総額で23.5％の給与増加を承認。
7 月 5 日 ▼モディ政権，内閣改造。
7 日 ▼モディ首相，モザンビーク，南アフ
リカ，タンザニア，ケニア訪問（～12日）。































7 日 ▼グジャラート州で V・ルパニが新州
首相に就任。
8 日 ▼ GST の憲法改正法案，連邦議会下
院を通過（ ₃ 日に連邦上院を通過）。

























▼ RBI ラージャン総裁の退任（ 9 月 ₄ 日）
を受けて，副総裁であったウルジット・パ
テールが総裁に就任。
8 日 ▼ ASEAN・インド首脳会議開催。








16日 ▼ ArP 州，州首相を含む与党会議派
議員，アルナーチャル・プラデーシュ人民党
に合流。





22日 ▼ RBI の金融政策委員会の政府任命
メンバー ₃ 人が決定し，RBI の ₃ 人を加えて
₆ 人からなる RBI の金融政策委員会が発足。
23日 ▼インドとフランス，ラファエル戦闘
機の購入契約を締結。
▼ GST 評議会の第 1 回会合が開催される。
GST の連邦・州での分担，適用除外規定な





















15日 ▼ゴアで BRICS 首脳会議開催。「ゴア
宣言」を採択（16日）。

















AP 州とテーランガーナー州が同率 1 位。
11月 2 日 ▼デリー，17年間で最悪の大気汚染。
3 日 ▼ RBI がインドの銀行に海外でル
ピー建ての債券（通称 Masala Bond）を発行す
ることを認める。
4 日 ▼ P・ムカルジー大統領，ネパールの
ジャナクプル訪問。マデーシーの人々に演説。





8 日 ▼ 政府，1000ルピーと500ルピー紙幣
の流通を停止し，代わりに新しく2000ルピー
と500ルピー紙幣が発行されると発表。
9 日 ▼人権 NGO は，中央政府が国家人権






















12月 2 日 ▼ AP 州政府，新首都アムラーヴァ
ティへ移転。




6 日 ▼ グジャラート州でダリト155人が仏
教に改宗。



















31日 ▼ ArP 州で州首相プレーマ・カーン
ドゥ率いるアルナーチャル人民党州議会議員







副大統領 Mohd. Hamid Ansari
法務総裁 Mukul Rohatgi
議会








































































中央捜査局長 Anil Kumar Sinha
中央情報委員会委員長 Radha Krishna Mathur
中央汚職取締委員会委員長 K.V. Chowdary








国家人権委員会委員長 H L Dattu
主席科学顧問官 R. Chidambaram
政策委員会委員長 Narendra Modi（首相）















宙 ,　その他 Narendra Modi（BJP）
閣内（内閣）大臣






 M. Venkaiah Naidu（BJP）
陸上運輸・幹線道路，船舶
 Nitin Jairam Gadkari（BJP）







女性・児童開発 Maneka Sanjay Gandhi（BJP）
化学・肥料，議会問題 Ananthkumar（BJP）
エレクトロニクス・情報技術，司法・公正
 Ravi Shankar Prasad（BJP）
保健・家族福祉 Jagat Prakash Nadda（BJP）
鉄鋼 Chaudhary Birender Singh（BJP）
民間航空 Ashok Gajapathi Raju Pusapati（TDP）
重工業・公企業 Anant Geete（SS）
食品加工業 Harsimrat Kaur Badal（SAD）
飲料水・公衆衛生，パンチャーヤト制度，農
村開発 Narendra Singh Tomar（BJP）
部族問題 Jual Oram（BJP）
繊維 Smriti Zubin Irani（BJP）
農業・農民福祉 Radha Mohan Singh（BJP）
社会正義・エンパワーメント





で主管） Inderjit Singh Rao（BJP）
財務 Santosh Kumar Gangwar（BJP）
アーユルベーダ・ヨガおよび伝統療法（単独










情報・放送 Rajyavardhan Singh Rathore（BJP）
重工業・公企業
 Babul Supria（Babul Supriyo） Baral（BJP）









部族問題 Jasvantsinh Sumanbhai Bhabhor（BJP）
財務，企業問題 Arjun Ram Meghwal（BJP）




 Mansukh L. Mandaviya（BJP）
保健・家族福祉 Anupriya Patel（AD）



























 Mukhtar Abbas Naqvi（BJP）
農村開発 Ram Kripal Yadav（BJP）
零細・中小企業
 Haribhai Parthibhai Chaudhary（BJP）
環境・森林・気候変動（単独で主管）















 Sanjeev Kumar Balyan（BJP）





2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17
人 口（年度央値，100万人） 1,2023） 1,2173） 1,2333） 1,2674） 1,2834） 1,2994）
組 織 部 門 就 業 人 口（100万人）1） 29.00 29.58 - - - -
出 生 率（1000人当たり） 21.8 21.6 21.4 - - -
食 糧 穀 物 生 産（100万トン） 259.3 257.1 265.0 252.0 251.6 272.05）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） - 10.2 9.5 5.9 4.9 4.96）
為 替 レ ー ト（ 1 ド ル = ル ピ ー）2） 47.92 54.41 60.50 61.14 65.03 67.247）
（注）　 1 ）政府部門と雇用者数10人以上の事業所からなる民間非農業部門を含む。2012年 ₃ 月31日時点
での値。 2 ）年度平均値。 ₃ ）第 2 次改訂値　 ₄ ）年度平均値。 ₅ ）第 2 次改定値。 ₆ ）第 1 ～第 ₃ ク
ウォーターの値。第 ₃ クウォーターは暫定値。 7 ）₄ ～12月の値。
（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2016-17, Ministry of Statistics and Programme Implementation, 
Press Note on First Advance Estimates of National Income 2016-17, Ministry of Statistics and Programme 
Implementation, Advanced Estimates of National Income, 2013-14, and Ministry of Agriculture and Farmers 
Welfare, Second Advance Estimate of Production of Foodgrain for 2016-17.
　 2　生産・物価指数
2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17
鉱 工 業 生 産 指 数（2004/05=100） 170.3 172.2 172.0 176.9 178.2 178.74）
農 業 生 産 指 数（2007/08=100） 125.2 124.2 129.6 123.93） - -
卸 売 物 価 指 数（2004/05=100） 156.1 167.6 177.6 181.2 178.7 182.85） 
消 費 者 物 価 指 数（2001=100）1） 195 215 236 251 264.76） 277.86）
消 費 者 物 価 指 数（2010=100）2） 111.9 123.3 135.0 146.67） 151.86） 159.36）
（注）　 1 ）産業労働者についての総合指数。 2 ）都市部と農村部の統合指数。 ₃ ）第 ₄ 次予測値。 ₄ ）2016
年 ₄ ～11月の値。 ₅ ）2016年12月の値。 ₆ ）公表値新基準年（2012＝100）採用につき算出。
（出所）　Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note on Quick Estimates of Index of 
Industrial Production and Usebased Index for the Month of December, 2016, Ministry of Finance, Economic 
Survey 2015-16, インド商工業省経済諮問室のウェブサイト・データ，Reserve Bank of India, Database on 
Indian Economy。
　 3　国民所得統計1） 
2012/132） 2013/142） 2014/153） 2015/164） 2016/175）
国 内 総 生 産（10億ルピー）
名 目 99,513 112,728 124,882 135,761 136,022
実 質（2011/12年度価格） 92,269 98,394 105,522 113,502 121,548
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 5.6 6.6 7.2 7.6 7.1
1 人 当 た り 純 国 民 生 産（ルピー）
名 目 80,578 90,110 98,565 105,815 116,956
実 質（2011/12年度価格） 74,712 78,653 83,285 88,466 93,570
総 国 内 資 本 形 成（名目GDP比，％） 38.6 34.7 34.2 - -
総 国 内 貯 蓄 率（名目GDP比，％）5） 33.8 33.0 33.0 - -
（注）　 1 ）市場価格表示。 2 ）第 2 次改定値。 ₃ ）第 1 次改定値。 ₄ ）暫定値。 ₅ ）第 1 次予測値。
（出所）　Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note on First Advance Estimates of 
National Income, Consumption Expenditure, 2016-17, 同, Press Note on Advance Estimates of National 
Income 2015-16.
　 4 　産業別国内総生産（実質：2011/12年度価格）1） （単位：1,000万ルピー）
2012/132） 2013/142） 2014/153） 2015/164） 2016/175）
農 林 漁 業 1,524,398 1,588,237 1,584,293 1,604,044 1,669,833
鉱 業 259,683 267,378 296,328 318,377 312,663
製 造 業 1,495,268 1,579,721 1,667,069 1,821,926 1,957,026
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 191,876 200,861 216,970 231,228 246,188
建 設 業 782,256 818,494 854,636 887,957 913,918
商 業 ・ ホ テ ル ・ 運 輸 ・ 通 信 1,549,608 1,669,844 1,833,997 1,998,292 2,117,867
金融・保険・不動産・ビジネスサービス 1,675,592 1,844,070 2,039,460 2,248,845 2,450,391
地 域 ・ 社 会 ・ 個 人 向 け サ ー ビ ス 1,067,870 1,115,765 1,234,737 1,316,522 1,485,151
（注）　 1 ）基本価格表示の粗付加価値（GVA）。 2 ）第 2 次改定値。 ₃ ）第 1 次改定値。 ₄ ）予測値。 ₅ ）第
1 次事前予測値。
（出所）　Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note on First Revised Estimates of 
National Income, Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation 2014-15, 同, Press Note on 




2011/12 2012/13 2013/141） 2014/152） 2015/163） 2016/173）
経 常 収 支 -78.2 -88.2 -32.4 -26.8 -14.7 -3.7 
貿 易 収 支 -189.8 -195.7 -147.6 -144.9 -71.3 -49.5 
輸 出 309.8 306.6 318.6 316.5 135.6 134.0 
輸 入 499.5 502.2 466.2 461.5 206.9 183.5 
サ ー ビ ス 収 支 111.6 107.5 115.2 118.1 56.7 45.7 
資 本 収 支 65.3 92.0 47.9 88.2 25.3 19.2 
総 合 収 支 -12.8 3.8 15.5 61.4 10.6 15.5 
金 融 勘 定 12.8 -3.8 -15.5 -61.4 -10.6 -15.5 
外貨準備増減（増〈－〉，減〈＋〉）
（注）　 1 ）部分改定値。 2 ）暫定値。 ₃ ）₄ ～ 9 月の値。
（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2016-17.
　 6　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2014/15 2015/16 2016/17（4～11月）3）
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ヨ ー ロ ッ パ 56,304 73,920 50,308 64,633 38,396 44,148
E U 49,358 49,208 44,461 43,898 33,985 30,846
欧州自由貿易連合加盟国1） 1,353 23,140 1,538 19,890 864 12,306
そ の 他 5,594 1,572 4,309 845 3,547 996
C I S ・ バ ル ト 諸 国 3,396 7,665 2,391 7,078 2,006 6,049
ア ジ ア ・ A S E A N 153,812 263,913 137,844 284,482 104,429 210,844
A S E A N 31,813 44,715 25,155 39,910 20,958 29,619
北 東 ア ジ ア 37,816 93,813 30,835 94,110 24,068 70,005
中 国 11,957 60,413 9,010 61,707 6,906 45,623
日 本 5,386 10,131 4,663 9,850 2,810 7,352
南 ア ジ ア 20,480 2,931 18,620 2,975 13,235 2,097
そ の 他 63,703 122,454 49,561 75,930 36,452 56,148
ア フ リ カ 32,842 38,635 25,027 31,669 17,102 20,478
ア メ リ カ 59,050 55,909 52,750 45,991 40,984 33,071
北 米 47,522 28,957 45,219 28,299 35,599 20,797
米 国 42,464 21,815 40,336 21,781 31,572 16,120
ラ テ ン ア メ リ カ 11,528 26,952 7,531 17,692 5,385 12,274
合 計2） 310,338 448,033 272,294 442,863 206,163 321,271
（注）　 1 ）アイスランド，ノルウェー，スイス，リヒテンシュタイン。 2 ）非特定地域（unspecified region）
を含む。 ₃ ）暫定値。
（出所）　Ministry of Commerce and Industry のウェブサイト・データより作成。
　 7　中央政府財政 （単位：1,000万ルピー）





歳入（1）=（2）+（5） 1,559,447 1,663,672 1,790,783 1,978,060 2,014,407 2,146,735
　経常歳入（2）=（3）+（4） 1,014,723 1,101,472 1,195,025 1,377,022 1,423,563 1,515,771
　　税収（3） 815,853 903,615 943,765 1,054,101 1,088,793 1,227,014
　　非税収（4） 198,870 197,857 251,260 322,921 334,770 288,757
　資本収入（5）=（6）+（7）+（8） 544,724 562,200 595,758 601,038 590,844 630,965
　　貸付回収（6） 12,497 13,738 20,835 10,634 11,071 11,933
　　その他収入（7） 29,368 37,737 42,132 56,500 45,500 72,500
　　借入など（8） 502,859 510,725 532,791 533,904 534,273 546,531
歳出（9）=（10）+（11） 1,559,447 1,663,673 1,790,783 1,978,060 2,014,407 2,146,735
　非計画支出（10） 1,106,120 1,201,029 1,449,153 1,601,042 1,616,711 1,723,407
　計画支出（11） 453,327 462,644 341,630 377,018 397,696 423,328
財政収支（12）=（2）+（6）+（7）-（9） -502,859 -510,726 -532,791 -533,904 -534,273 -546,531
（出所）　Ministry of Finance, Union Budget 2016-17, 同, Union Budget 2017-18.
